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村 上 研 一
本稿は，再生産表式にサービス部門の導入を試みた諸研究の検討を通じて，再生産表式
に不生産的部門を導入する際の諸課題を明からにすることを課題とした。サービス労働価
値不生産説に立脚する諸研究では，不生産的部門用資材の生産部門の位置づけをめぐって
見解の相違がみられた。他方，サービス部門を生産的部門として表式に導入する諸研究で
は，生産的部門であるⅠ・Ⅱ部門の内部を区分することでサービス部門が具体化されてい
る。なお，商業資本など流通過程における不生産的部門をも含む広義のサービス部門を想
定する研究もみられるが，流通過程における不生産的資本と，消費過程に介在するサービ
ス資本との再生産上の機能の相違については検討されていない。不生産的部門を含む再生
産表式を展開するためには，流通過程および消費過程における不生産的資本の再生産過程
での機能を明らかにした上で，流通過程における不生産的部門，さらには消費過程に介在
する不生産的部門を，別々に再生産表式に具体化されるべきものと考えられる。
．は じ め に
現代資本主義経済においては，資本の活動は生産領域にとどまらず，流通・消費過程など
不生産的領域に拡張している。したがって，再生産（表式）論的視角から経済活動の総体を
把握
1)
する際の理論的基準として，不生産的部門における労働者および資本の再生産過程で
の位置づけとともに，これら労働者および資本も含めた社会的再生産の態様を明らかにする
必要があると考える。これに関して筆者は，流通過程で機能する商業資本，消費過程に介在
するサービス資本，さらには国家事業について，再生産過程においてこれら資本・事業が果
たしている役割を明らかにした上で，再生産表式に位置付ける試み
2)
を行った。なお，こう
した課題に関しては，再生産表式へのサービス部門の導入という方法に拠った先行諸研究が
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1) 拙著（2013）『現代日本再生産構造分析』日本経済評論社において，再生産（表式）論的視角か
ら，現代日本経済の総体的把握を試みた。
2) 拙稿（2014）「流通費・商業資本と平均利潤，再生産」（『商学論纂』第56巻・合併号）およ
び拙稿（2017）「消費過程に介在するサービス資本および国家事業と再生産」（同上誌，第59巻・
号）。
みられる。本稿では，これら諸研究の検討を通して，再生産表式に不生産的部門を導入する
際の諸課題を明らかにしていきたい。
なお，生産的労働の範囲をめぐっては，生産的労働ないしサービス労働をめぐる論争
3)
が
続けられており，この論争においていかなる立場に立つかによって，不生産的部門を再生産
表式に導入する方法は大きく異なってくる。そこで本稿では，サービス部門を不生産的部門
として表式に位置づける諸研究を第章で検討し，第章ではサービス部門を生産的部門と
して表式に導入する諸研究を検討する。さらに第章では，これら諸見解の検討を通して明
らかになった，再生産表式に不生産的部門を具体化する上で留意すべき点，検討・解明しな
ければならない諸課題などについて考察する。
．サービス部門を不生産的部門として位置づける諸見解
本章では，生産的労働論争ないしサービス論争において，サービス労働価値不生産説の立
場に立って，不生産的なサービス部門を再生産表式に位置づける課題に取り組んだ諸研究を
検討する。なお，こうした立場の諸見解は，サービス部門が資本財として購入する生産物を
生産する部門の位置づけによって，これら資本財を生産する部門をⅠ（生産手段生産）部門
に含める見解，同部門をⅡ（消費手段生産）部門に含める見解，同部門をⅠ・Ⅱ部門のいず
れにも含めない見解に分けられる。そこで本節では，これらつの類型ごとに諸研究を検討
していこう。
2-1 不生産的部門用資本財生産部門をⅠ部門に含める見解
まず，サービス部門が資本財として購入する生産物について，生産手段生産部門としての
Ⅰ部門によって生産されるものと捉える川上正道氏
4)
の見解を検討する。
川上正道氏は，「生産的労働の一般的規定からみて，サービスのような非物質的な商品を
つくる労働は，ついに物質化されることなく，価値形成過程において消滅してしまうから，
価値をつくりだしえないといういみで非生産的である｣
5)
という前提に立つ。さらに，サー
ビス部門について，「この〔サービス─引用者〕産業は価値生産をおこなわず，したがって
物質的部面でつくられる剰余価値ないし可変資本（賃金）の再分配をうけて運営される」も
のとして，「不生産部門」であるⅢ部門として位置づける。そして，このⅢ部門が提供する
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3) 論争の主な論点については，渡辺雅男（1984）「サービス労働論の諸問題」（久留島陽三・保志
恂・山田喜志夫編『資本論体系地代・収入』有斐閣，所収）を参照。
4) 川上正道（1963）「拡大再生産表式と国民所得・産業連関表との関連」（『土地制度史学』第21
号）。
5) 同上，31ページ。
サービスを「生産財的サービスと消費財的サービスに分けて考え」，前者を「コスト・サー
ビスＳʼ」，後者を「消費財的サービスＳʼʼ｣
6)
として，下記のような拡大再生産表式を展開し
ている。この表式における素材・価値補填関係について，枠つきの数値は部門内補塡を，矢
印は部門間の相互補填を示している。みられるように，表式を構成する各要素について，複
雑な分割・統合関係により，補填関係が示されている。
Ⅰ： 4,000Ｃ ＋ 1,000Ｖ ＋ 1,000ｍ ＝ 6,000
500mk 50Sʼ 10Sʼʼ 352mc 88mv
Ⅱ： 1,500Ｃ ＋ 750Ｖ ＋ 750ｍ ＝ 3,000
20Sʼ 50Sʼʼ 88mc 44mv 548mk
20 30 10mk 10mv 10mc 10S
Ⅲ： 50Ｃ ＋ 10Ｓʼ ＋ 50Ｖ ＋ 40ｍʼ ＝ 150
上の表式では「サービスの提供と交換に，……（中略）……サービス部門は，生産財を
50……（中略）……獲得する｣
7)
ことが示されており，サービス部門が資本財として購入す
る生産物である50ＣはⅠ部門で生産されることが前提されている。なお，「サービスのよう
な非物質的な商品をつくる労働は，ついに物質化されることなく，価値形成過程において消
滅してしまう」のであるから，サービス労働において消費される資本財50Ｃの価値も，サー
ビス労働の成果が価値の担い手である対象的生産物とならない以上，「消滅してしまう」も
のと捉えられる。しかしながら川上正道氏は上記のように，こうしたサービス部門が購入す
る資本財50Ｃを「生産財」と捉え，Ⅰ部門によって補塡されるものとして表式を展開している。
この点に関して，単純再生産表式について考察した『資本論』第部第篇第20章の第
節では，「社会的生産の二大部門」が定義される際に「生産諸手段。生産的消費にはいり込
まなければならないか，または少なくとも入る込みうる形態をもつ諸商品｣
8)
と叙述されて
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6) 以上の引用は同上，32-33ページ。
7) 同上，33ページ。
いる。さらに第節で，「両大部門における不変資本」が考察される中では，「社会的に考察
すれば，社会的労働日のうち，生産諸手段を生産する部分〔Ⅰ部門─引用者〕……（中略）
……は，古い生産諸手段で消費された不変資本を，すなわちⅠでもⅡでも消費された不変資
本を補塡するものと予定された新たな不変資本のほかには，なにも生産しない｣
9)
と述べら
れ，Ⅰ部門生産物は不変資本部分の補塡のみに充てられることが前提されている。こうした
前提を踏まえて展開されている単純再生産表式では，右辺のⅠ部門生産物の価値は，両部門
の左辺第項で示される，生産的に消費された不変資本価値の合計額と等しい形で需給均衡
関係が示される。したがって，川上正道氏の表式のように，生産的に消費される不変資本と
は異なり，その価値が「価値形成過程において消滅してしまう」サービス部門用の資本財を
Ⅰ部門生産物に含めて単純再生産表式を展開すると，需給均衡関係が満たされない
＊
。そこ
で川上正道氏の表式では拡大再生産表式のみが展開され，しかも，各部門の蓄積率，各部門
の剰余価値から消費手段，生産財的サービスおよび消費財的サービスへの支出構成は統一さ
れておらず，部門間の需給均衡を一致させるためにこれら蓄積率・支出構成が決定されてい
るものと考えられる
＊＊
。
＊ この点に関して，物的流通費の一部を構成する貨幣材料の生産部門の再生産表式における位置
づけをめぐる論争
10)
を通じて，生産物に価値移転せず流通過程で摩滅する貨幣材料の生産部門
をⅠ部門とすると表式における素材・価値補塡の量的条件が満たされず，表式の需給関係を満た
すためには，Ⅱ部門と同様に位置づけなければならないことが明らかにされている。
＊＊ とくに，各部門の蓄積率については，Ⅰ部門が40％，Ⅱ部門が17.6％，Ⅲ部門が50％と大きく
異なり，上述のように部門間の均衡を満たすように決定されていると思われる。各部門の蓄積率
については，例えば『資本論』第巻第巻におけるようにⅠ部門の蓄積率を50％と前提した
り，あるいは各部門の蓄積率一定の均衡蓄積軌道
11)
を想定したりと，何らかの原則をもって措
定されるべきものと考える。
さらに，川上正道氏の表式では，消費財的サービスが資本家のみによって需要され，労働
者は物的消費手段のみを購買することが前提されている。この点に関しては，現代のサービ
ス産業の広がりや，家計消費支出に占めるサービス消費の拡大を踏まえると，サービス部門が
労働者を含む個人の収入全体から支払いを受ける形で表式が展開されるべきであると思われ
る。なお，後に検討する姜昌周氏の研究は，川上正道氏の見解を批判しつつ展開されている。
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8) 以上の引用は『資本論』Ⅱ, S. 394；新日本新書版訳本⑦分冊，630ページ。（以下，『資本論』よ
りの引用には，新日本新書版訳本の分冊番号と頁数を付す。）
9) 同上，S. 430-431；新日本新書版⑦，691-692ページ。
10) 谷野勝明（1990）「貨幣材料の再生産をめぐる論争」（富塚良三・井村喜代子編『資本論体系
資本の流通・再生産』有斐閣，所収）を参照。
11) 「均衡蓄積軌道」については，富塚良三（1962）『恐慌論研究』未来社を参照。
2-2 不生産的部門用資本財生産部門をⅡ部門に含める見解
前節での検討から明らかになったように，不生産的部門用資本財の生産部門をⅠ部門に含
める見解は，理論的にも，表式展開の上でも合理性に欠けるものと思われる。そこで以下，
不生産的部門用資本財の生産部門をⅡ部門に含める山田喜志夫氏
12)
，大野秀夫氏
13)
，さらに
姜昌周氏
14)
の見解について検討する。
（）山田喜志夫氏の見解
山田氏は，「サービス部門の基本的特質は，生産物を生産しないで，生産物の消費のみを
こととするという点である」と，サービス労働価値不生産説に立脚する立場を示した上で，
「サービスの活動の維持および拡大に必要な生産物は，サービス部門において生産的に消費
されるのではなく，したがって，生産手段ではない。……（中略）……サービス部門の設備
等は，……（中略）……範疇的には消費財である｣
15)
として，サービス部門用資本財の生産
部門をⅡ部門の亜部門に位置づける。すなわち，Ⅱ部門について「生産的部門の労働者，資
本家によって消費される消費財」を生産するⅡ a部門と，「サービス部門で消費される生産
物（サービス部門の建物や設備，サービス部門の労働者と資本家が個人的に消費する生産
物）を生産する部門｣
16)
としてのⅡ b部門とに分割して，下記のような単純再生産表式が展
開されている。
Ⅰ： 4,000C ＋ 800Vp ＋ 200Vs ＋ 800Mp ＋ 200Ms ＝ 6,000W1
Ⅱa： 1,600C ＋ 320Vp ＋ 80Vs ＋ 320Mp ＋ 80Ms ＝ 2,400W2a
Ⅱb： 400C ＋ 80Vp ＋ 20Vs ＋ 80Mp ＋ 20Ms ＝ 600W2b
この表式で，収入のうちVp およびMp は商品生産物としての消費手段を購入する部分，
収入のうちVsおよびMsはサービスへ支払われる部分を示している。なお，山田氏の説明
によれば，Ms部分の内容として「広告販売費，流通費および対個人サービス等への支払
い｣
17)
があげられており，同氏が想定するサービス部門には流通過程における資本の活動も
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12) 山田喜志夫（1968）「再生産とサービス部門（不生産的部門）」（同『再生産と国民所得の理論』
評論社，所収）。
13) 大野秀夫（1972）「サービス価格の変動と再生産」（『金融経済』134号）。
14) 姜昌周（1979）「再生産とサービス部門」（大阪経済法科大学『経済学論集』第号）。
15) 以上の引用は山田前掲書（1968），122-123ページ。
16) 以上の引用は同上，123-124ページ。
17) 同上，124ページ。
含まれることを意味している。なお，Ⅱ b部門にはサービス部門用の資本財を生産する部
門が含まれるのであり，上記の表式にはサービス部門自体は位置づけられていない。
このような山田氏の見解について，点指摘しておきたい。第に，Ⅱ a部門の生産物を
生産的労働者・資本家が個人的に消費する消費手段のみに限定し，サービス産業の設備・原
材料とともに不生産的部門の労働者・資本家が個人的に消費する消費手段もⅡ b部門の生
産物に含めている点である。この結果，Ⅱ b部門の生産物の中には，不生産的部門の労働
者・資本家が個人的に消費する消費手段と，「社会的消費財というべき」「不生産的部門にお
ける固定設備等｣
18)
とが含まれることになる。すなわち，Ⅱ b部門の生産する生産物には，
不生産的部門における投資需要によって購入される生産物と，同部門の労働者・資本家の個
人的消費需要によって購入される生産物とが混在している。これら不生産的部門における投
資需要と個人的消費需要とは再生産上の意味が異なっているが，山田氏によるⅡ b部門の
定義では両者の相違は不明確である。さらに，個人的に消費される消費手段は同一の生産物
で構成されるものと捉えられるが，生産的部門の労働者・資本家に販売される分はⅡ a部門
の生産物，一方，不生産的部門の労働者・資本家に販売される分はⅡ b部門の生産物とし
て，表式上に別々に位置づけられている。これらの点を踏まえると，Ⅱ部門をつの亜部門
に分割する場合には，生産的部門および不生産的部門の労働者・資本家によって個人的に消
費される消費手段を生産するⅡ a部門と，サービス部門用資本財を生産するⅡ b部門とに
区分する方が，両者の再生産上の位置および機能の違いが明確になると思われる。
第に，サービス部門自体を表式に導入しない山田氏の表式では，不生産的部門における
資本の活動そのものが把握できず，生産過程から流通・消費過程を含む不生産的部門への資
本の活動領域の広がりや，不生産的部門における資本蓄積の態様を考察する上での理論的基
準として不十分であると思われる。
第に，資本家収入からのサービス部門への支払いMsの中に「広告販売費，流通費」が
含まれている点に関して，こうした前提によれば，上記表式に明示されていないサービス部
門の中に，商業資本を含む流通過程における不生産的資本も含まれることになる。そして，
Ⅱ b部門の生産物600Ｗ2bの中に，消費過程で機能するサービス資本が購入する資材・設備
と，流通過程で機能する商業資本などが購入する資材・設備とが混在することになる。この
ようなMsおよびⅡ b部門の扱いは，後に検討するように，流通過程における流通費の節減
を通じて剰余価値の分与を受ける商業資本と，消費者の「消費費用」の代行と引き換えに収
入からの支払いを受けるサービス資本との再生産上の位置の相違を不明確にしてしまうもの
と考えられる。
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18) 同上，257ページ。
（）大野秀夫氏の見解
大野秀夫氏は，サービス部門用資本財はⅡ部門によって生産されることを前提しつつも，
次の点で山田氏の見解を批判して独自の理論的前提を示している。第に，流通費によっ
て購入される生産物もⅡ b部門の生産物に含め，事実上，サービス部門に商業部門も含め
る山田氏の見解に対して，「商業部門は……（中略）……剰余価値の分配に直接参加するこ
とによって，平均利潤率の形成に参加する」一方，「サービス部門は生産的諸部門および商
業部門で形成された平均利潤率を外的規制としてこれに受動する｣
19)
ものとして両者を区別
し，サービス部門のみについて表式への導入をはかっている。第に，「何らかの形で不生
産的部門を再生産表式に位置づけようとすれば，これを直接表式上に示すのがもっとも合理
的である｣
20)
として，下記のようにサービス部門を欄外に位置づけた単純再生産表式を作成
している。
Ⅰ：12,000C11＋1,500V12＋1,500M12＋500V1S＋500M1S ＝16,000W1
Ⅱ： 4,000C21＋ 750V22＋ 750M22＋250V2S＋250M2S ＝ 6,000W2
16,000C ＋2,250V ＋2,250M ＋750V ＋750M ＝22,000W
Ｓ： 900CS2＋ 300VS2＋ 300MS2＋100VSS＋100MSS＝ 1,700S
この表式で，各要素の添字・・Ｓは部門を示し，これによって部門間の素材・価値補
填における均衡条件が成立していることが分かる。例えば Cs2はサービス部門からⅡ部門へ
のサービス用資本財の需要を示しており，サービス部門用の資本財はⅡ部門で生産されるこ
とが前提されている。なお，大野氏の見解については，次に検討する姜昌周氏の所説と共通
点が多いため，姜氏の見解の検討に際して考察することとしたい。
（）姜昌周氏の見解
大野氏の見解とほぼ同様の前提に立脚して拡大再生産表式を展開したのが，姜昌周氏の研
究である。姜氏は，先に検討した川上正道氏の見解を批判しつつ，以下のつの理論的前提
に基づいて表式を展開している。
第に，川上正道氏の恣意的とも思われる数値例を批判して，『資本論』第巻第篇に
登場する再生産表式における資本構成，剰余価値率，蓄積率，有機的構成を前提に表式を展
開している。第に，「サービス部門の運動は，……（中略）……消費過程にほかならない」
として，「再生産過程の外部に，つまりその枠外に位置づける」べきものと捉え，欄外にＳ
部門として位置づけられている。第に，「サービスは，サービス部門を含む労使の二大階
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19) 以上の引用は前掲大野（1972），39ページ。
20) 以上の引用は前掲大野（1972），36ページ。
級が，……（中略）……所得の10％をもって購入し，消費されるものと仮定」している。第
に，「サービス部門における，資本構成は第Ⅱ部門の比率（対）を援用し，剰余価値
率は一般的剰余価値率（100％）を援用」している。第	に，「サービス部門の蓄積は，物質
的生産部門の蓄積にともなって，増大する国民所得Ｖ＋ｍのうち，サービス消費に転化する
部分（第三の仮定によれば所得増加額の10分の）の増大，さらにサービス部門の労使の収
入増加につれて，生ずるはずのサービス需要の増大──ここでもやはり増加所得の10分の1
──に依存するものと仮定」される。そして第に，「サービス部門から商業部門を排除す
べき」として，再生産表式から「商業資本と利子生み資本を排除｣
21)
する。以上の諸前提よ
り，下に示したような拡大再生産表式が展開されている。
Ⅰ： 4,000Ｃ ＋ 1,000Ｖ ＋ 1,000m ＝ 6000（生産手段）
900Vk(⇔Ⅱ C) 500m(蓄) 400mC
100Vs(⇔ S⇔Ⅱ C) 100mV 90mVk(⇔Ⅱmcʼ)
10mVs(⇔ S⇔Ⅱmc)
500ｍ(消) 400mk(⇔Ⅱ C)
100ms(⇔ S⇔Ⅱ C)
Ⅱ： 1,500Ｃ ＋ 750Ｖ ＋ 750ｍ ＝ 3000（消費手段）
直 900C(⇔Ⅰ Vk) 675Vk 150m(蓄) 100mc 90mvk(⇔Ⅱmcʼ)
接 400C(⇔Ⅰmk) 75Vs(⇔ S) 10mvs(⇔ S⇔Ⅰmvs)
迂 100C(⇔ S⇔Ⅰ Vs) 50mv 45mvk
回 100C(⇔ S⇔Ⅰms) 5mvs(⇔ S)
600m(消) 525mk
75ms(⇔ S)
Ｓ： 192.5Ｃ ＋ 96.3Ｖ ＋ 96.3ｍ ＝ 385.1（サービス）
86.7Vk 26.8m(蓄) 17.9mc
9.6Vs 8.9mv 8mvk
0.9mvs
69.5m(消) 59.9mk
9.6ms
この表式の素材・価値補塡の条件に関しては，表式を構成する諸要素を細分した各数値に
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21) 以上の引用は前掲姜（1979），73-77ページ。
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ついて，枠付きの数値は部門内転態，括弧付きの数値は括弧内に示された諸要素との部門間
交換を通じて補塡されることが示されている。なお，Ⅱ部門を構成する数値のうち，括弧内
にＳの要素を含むものは，サービス部門に購入されること，すなわち不生産的部門用の資本
財であることを意味している。また，サービス部門（Ｓ部門）の数値については，Ⅰ部門の
蓄積率50％が決定された場合にⅠ・Ⅱ部門間の部門間均衡条件を満たすようなⅡ部門の蓄積
率20％という生産的部門の蓄積率を踏まえるとともに，サービス部門を含めた全部門の労働
者・資本家の個人的支出のうち10％がサービス支出にあてられるという仮定に基づき，さら
にサービス部門を含めて部門間均衡が成り立つように算定されている。こうした算定の結果
として，Ｓ部門の蓄積率は27.8％となっている。
大野氏および姜氏の見解の問題点としては，以下の点が指摘できる。第に，サービス部
門と商業資本など流通過程における不生産的部門とを区別し，後者については再生産表式に
位置づけられていない点である。山田氏の見解に際して検討したように，サービス部門と商
業部門との再生産過程における機能の相違は明らかであり，大野氏および姜氏の見解で両者
が区別されていることは適切であると思われる。しかしながら，両氏の表式で流通過程にお
ける不生産的部門が導入されていない点は疑問である。商業資本について考察されている
『資本論』第巻第17章では，「そのほかに……（中略）……研究されなければならない」課
題として次のつが指摘されている。「第一に，必要労働だけが商品の価値にはいり込むと
いう法則は，流通過程ではどのように顕現するのか？ 第二に，蓄積は商人資本の場合どの
ように現れるのか？ 第三に，商人資本は社会の現実の総再生産過程ではどのように機能す
るのか？｣
22)
。これらの課題を解明するためには，再生産表式に商業資本を位置づけ，さら
に商業部門を含んだ拡大再生産表式について検討することが不可欠であり，マルクス自身が
商業資本を再生産表式へ導入しようとの意図を持っていたことは明らかである。さらに『資
本論』体系の論理構成を踏まえても，消費過程に介在するサービス部門よりも，商業資本を
はじめとする流通過程における不生産的資本を先に表式に位置づけるべきであると思われる
からである。
第に，両氏の見解では，サービス部門自体を再生産表式の欄外に位置づけたことで，サ
ービス部門における資本の活動が明示されており，不生産的部門での資本蓄積の再生産過程
における態様を明らかにする理論的基準が示されている。しかしながら，こうした理論的意
義の点では，サービス部門用資本財が他の消費手段とともにⅡ部門に含められている点は不
十分である。確かに，個人的に消費される消費手段とサービス部門の資本によって購入され
る資本財とは，消費過程で充用されるという同様の性格を有しているが，後者は資本によっ
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22) 以上の引用は『資本論』Ⅲ, S. 300；新日本新書版⑨，489ページ。
て投資財として購入されるのであり，収入によって直接購入される消費手段とは生産上の位
置づけ・機能は異なる。むしろ，サービス部門用資本財の生産部門については，Ⅱ部門の内
部における亜部門として位置づけることで，他の消費手段とは異なり，サービス部門におけ
る資本の活動の影響によって需要が変化するという独自の性格が明確になると考えられる。
さらに，姜氏の見解における各部門の蓄積率の決定にあたっては，先に述べたように，Ⅰ
部門の蓄積率50％が先行決定され，部門間均衡条件が満たされるようにⅡ部門とＳ部門の蓄
積額が算定されており，蓄積率はⅡ部門20％，Ｓ部門27.8％となっている。このようなⅠ部
門の蓄積率50％の先行決定という論理自体は，『資本論』第巻第篇第21章での方法を踏
襲したものであるが，このような方法では，Ⅱ部門およびＳ部門の独自の蓄積率決定，これ
ら部門が主導する蓄積の態様を明らかにすることができず，資本蓄積の動態分析のための理
論的基準としての限界が生じるものと思われる
23)
。このような動態分析の理論的基準となる
拡大再生産表式の展開として，余剰生産手段および不生産的部門用資本財の余剰分が過不足
なく吸収されるべき均衡蓄積率，および不生産的部門も含めて各部門の蓄積率が一定の場合
を想定する均衡蓄積軌道
24)
が不生産的部門も含めて展開されるべきであると考える。
（）川上則道氏の見解
サービス労働価値不生産説に立脚する川上則道氏は，自説に拠った「サービス部門を価値
が再分配される部門として捉えた」表式と，サービス労働価値生産説に拠る「サービス部門
が生産部門としての形態をとった場合の」表式とを，氏独自の「マトリックス形式」で作成
し，検討を加えている
25)
。
①「サービス部門を価値が再分配される部門として捉えた」表式の展開
川上則道氏が，サービス労働価値不生産説に立脚して作成したマトリックス形式の単純再
生産表式は，通常の表式の形式では下記のように示すことができる。
Ⅰ：5,000Ｃ ＋ 500Vp＋ 500Vs ＋ 500Mp＋1,500Ms ＝8,000
Ⅱ：3,000Ｃ ＋ 250Vp＋ 250Vs ＋ 250Mp＋ 750Ms ＝4,500
Ｓ： 1,500Ｃ ＋ 1,000Vp＋1,000Vs ＋ 500Pp ＋ 500Ps ＝4,500
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23) Ⅰ部門の蓄積率50％が先行決定されるとする論理への批判については，富塚良三（1990）「拡大
再生産の構造と動態〔Ⅰ〕〔Ⅱ〕」（富塚良三・井村喜代子編『資本論体系資本の流通・再生産』
有斐閣）；八尾信光（1998）「蓄積率決定におけるⅠ部門優先論への批判」（同『再生産論・恐慌論
研究』新評論，所収）；市原健志（2000）『再生産論史研究』八朔社などを参照。
24) Ⅰ・Ⅱ部門についての均衡蓄積率・均衡蓄積軌道については，前掲富塚（1962）『恐慌論研究』
を参照。
25) 川上則道（2003）「サービス生産をどう理解するか（上）」（『経済』月号，所収）164-177ペー
ジ。
この表式では，サービス部門の利潤は生産的部門の収入から再配分されたという意味でＰ
と表記されているが，Ｓ（1,500Ｃ＋2,000Ⅴ）部分も含むサービスの供給総額（4,500Ｓ）
は，生産的部門およびサービス部門の収入からの支払い（Vs ＋Ms ＋ Ps）によって補塡さ
れることが示されている。さらに，サービス部門（Ｓ部門）の「物質的な手段（設備・機
器・材料など）」としてのＳ1,500Ｃについて，「サービス部門は物質的な生産物を生産せず
本来は消費部門ですので，この物質的な手段は生産手段ではなく消費手段になる」と捉え，
上記表式の数値例を踏まえて，「第Ⅰ部門と第Ⅱ部門からなる物質的生産部門だけを取り上
げますと，第Ⅰ部門の優先的発展という帰結……（中略）……になりますが，サービス部門
の導入はこの法則と反対に作用することになります｣
26)
との示唆を行っている。
しかしながら，この表式については下記つの問題点を指摘できる。第に，商業もサー
ビス部門に含められているために，「本来は消費部門」であるサービス資本と，流通過程で
機能する商業資本との再生産上の機能の相違が不明確になっている。第に，生産価格次元
を踏まえて展開された表式でありながらⅠ部門の利潤率33.3％とⅡ・S部門の利潤率28.6％
とが相違している。第に，サービス部門の「物質的な手段（設備・機器・材料など）」に
ついてもⅡ部門の生産物に含められているが，これら生産物はサービス部門の資本によって
投資財として需要されるのであり，個人的な収入部分によって需要される一般の消費手段と
は性格が異なる点が不明確になっている。
②「サービス部門が生産部門としての形態をとった場合の｣
27)
表式の展開
川上則道氏は，サービス労働価値形成説に立脚した場合の表式を作成し，これについて検
討を加えているが，「サービス部門を価値生産部門として捉えた単純再生産表式｣
28)
を通常の
表式の形式で表記すると，以下のように示せる。
Ⅰ：4,500Ｃ＋ 500Vp ＋ 500Vs ＋ 1,000Mp＋ 1,000Ms＋ 500Mz ＝8,000
Ⅱ：2,500Ｃ＋ 250Vp ＋ 250Vs ＋ 500Mp＋ 500Ms＋ 500Mz ＝4,500
Ｓ：1,000Ｃ＋ 750Vp ＋ 1,250Vs ＋ 1,500Mp＋ 2,500Ms＋ 500Mz ＝7,500
この表式では，Ｓ部門が自ら剰余価値Ｍを生産するものとして表記されている。さらに，
Ｓ部門の購入する資本財1,000ＣはⅠ部門によって補填されるものとして位置づけられてお
り，この1,000Ｃの価値は供給されるサービス7,500の中に移転されることが示されている。
なお，生産的部門としてのサービス部門（Ｓ部門）の一部，供給額7,500のうち1,500は「生
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26) 以上の引用は同上，167-169ページ。
27) 同上，169ページ。
28) 同上，174ページ。
産のための費用として計上される」「原材料的なサービス」であり，残りの6,000は各部門の
賃金・利潤によって購買されるサービスであることを意味している。
川上則道氏は，この表式の数値例のうち下線が付された部分が大きい点に着目して，「サ
ービス部門の4,000Ｍが大きく，……（中略）……そのため，サービス部門内部での取引
（2500）が大きくなりすぎており，この点で現実離れしてい｣
29)
ると指摘している。しかしな
がら，この「現実離れ」の要因は，資本の有機的構成（Ｃ／Ｖ）がⅠ部門は4.5／，Ⅱ部
門	／であるのに対して，サービス部門では／と著しく低く設定されているためであ
って，サービス労働価値生産説自体に起因する問題ではない。なお付言すれば，この表式で
は，収入部分から物的消費手段とサービスへの支出構成は，利潤部分のみならず賃金部分に
ついても各部門でまちまちであり，部門間均衡条件を満たすためにこれら数値が導かれてい
るものと思われる。このように，表式の数値例を踏まえた川上則道氏の指摘は，部門間の有
機的構成の異同や収入部門からの支出構成など，独特の数値設定に起因しているものと考え
られる。
2-3 不生産的部門用資本財生産部門をⅠ部門にもⅡ部門にも含めない見解
次に，不生産的部門用資本財の生産部門はⅠ部門にもⅡ部門にも含まれない，と捉える井
村喜代子氏の見解を検討しよう。
井村氏は，産業連関表を利用した高度成長期日本の再生産構造について実証分析
30)
を行っ
ているが，これとならんで「再生産表式論を現状分析の基礎理論としてより充分なものとし
ていくために，……（中略）……第二巻第三篇では捨象されていた重要な問題を再生産表式
論にとりいれ，より具体的な分析基準を設定｣
31)
する課題について別稿で検討している。
井村氏の見解では，先に検討した山田喜志夫氏がサービス部門用資本財を消費財の中に含
めている点について，「「消費手段」概念があまりに拡張され，その内容が不明確となる」と
批判し，「「サービス部門」の固定設備や流動的資材は，生産的に消費される生産手段とも，
消費手段とも異なる機能をはたすのであるから，第一部門・第二部門とは別個に，「サービ
ス部門用財貨生産部門」を設定する必要が生じる｣
32)
と捉えられている。そして，「個人の欲
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29) 以上の引用は同上，175ページ。
30) 井村喜代子・北原勇（1964-5）「日本資本主義の再生産構造分析試論─昭和35年「産業連関表」
を手がかりとして（)〜(）」（『三田学会雑誌』第57巻12号，第58巻・
・10号）；井村・北原
（1966-7）「日本資本主義の再生産構造分析試論Ⅱ─昭和30年以降の拡大再生産過程（)〜(	）
─」（『三田学会雑誌』第59巻6･10号，第60巻	・・号）；井村・北原（1967）「『高度成長』過
程における再生産構造(上)(下)」（『経済評論』
・10月号）。
31) 井村喜代子（1967）「『資本論』と日本資本主義分析」（『思想』第515号）191ページ。
32) 以上の引用は同上，195ページ。
望を直接充足する狭義のサービス業（飲食業，娯楽業，医療等）」のみならず，「純粋な流通
過程の一部を担う商業，広告宣伝業等」および「金融・保険業」を加えた「広義のサービス
業」という範疇を設定している。
このような井村氏の見解については，「広義のサービス業」を想定し，この広義のサービ
ス部門に資本財を供給する生産部門を「サービス部門用財貨生産部門」と一括している点に
疑問がある。井村氏自身，「広義のサービス業」に含まれる「各種のサービス部門が資本制
経済のもとではたす諸機能，サービス部門の利潤と賃金の源泉，サービス価格の規定要因，
……（中略）……等が理論的に解明されていなければならない｣
33)
と述べているが，「個人の
欲望を直接充足する狭義のサービス業」と「純粋な流通過程の一部を担う商業，広告宣伝業
等」，「金融・保険業」が「資本制経済のもとではたす諸機能」は明らかに異なっている。こ
れら不生産的部門に属す諸産業については，再生産過程におけるそれぞれの機能を解明した
上で，それら部門へ資本財を提供する生産部門の表式上の位置づけを検討するという方法が
採られるべきであろう。
2-4 不生産的部門用資本財生産部門の位置づけについて
以上，サービス部門を不生産的部門として再生産表式に導入をはかる諸研究を検討してき
たが，流通過程で機能する不生産的部門をサービス部門に含めるか否か，さらに不生産的部
門用資本財の生産部門の位置づけをめぐる見解の相違が明確になった。そこで，この問題に
ついての私見を整理し，本章のまとめとしたい。
不生産的部門そのものの性格については，流通過程における不生産的労働および資本と，
消費過程における不生産的労働および資本との，再生産上の位置づけおよび機能の相違は明
らかである。すなわち，流通過程における労働および資本は，『資本論』第巻第篇の論
理次元では産業資本自らが負担するものと想定されていた流通費について，専門的・集中的
代行によってその節減を果たすことを根拠に，剰余価値の分与を受けるものと捉えられ
る
34)
。一方，消費過程における不生産的労働および資本は，『資本論』第巻第篇の論理
次元においては消費者自身が負担していた「消費費用」を代行するのと引き換えに，収入か
らの支払いを受けるものと理解できる
35)
。故に，これらの不生産的部門が購入する資本財を
生産する部門については，流通過程の資本に購入される資本財と，消費過程に介在する資本
に購入される資本財とを区別して位置づけるべきと考える。
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33) 以上の引用は同上，196ページ。
34) この点については前掲拙稿（2014）「流通費・商業資本と平均利潤，再生産」を参照。
35) この点については前掲拙稿（2017）「消費過程に介在するサービス資本および国家事業と再生産」
を参照。
流通過程における資本が購入する資本財は，生産過程において充用される生産手段とも，
個人的消費過程において充用される消費手段とも異なり，流通過程において充用されるもの
と理解できる
＊
。したがって，流通過程における不生産的資本によって購入される資本財を
生産する部門は，生産手段を生産するⅠ部門および消費手段を生産するⅡ部門とは異なる生
産部門として位置づけるべきである。しかしながら，『資本論』第巻第篇における再生
産表式にⅠ部門ともⅡ部門とも異なる部門を新たに位置づける場合，素材・価値補填の数量
的条件を満たすためには，Ⅱ部門の一部分を独立した部門として自立させるという展開をは
かる方法しか採り得ない。そこで，流通部門用資本財生産部門は，理論的には異質であるも
のの，数式の展開としてはⅡ部門から分離させた部門として位置づけるべきと考える。
これに対して，消費過程に介在する不生産的資本によって購入される資本財は，消費者の
収入によって直接購入されるものではないが，『資本論』第巻第篇の再生産表式におけ
る消費手段と同様に，消費過程で機能するものと考えられる。このような資本財としての消
費手段は，資本によって購買されるため，とくに資本蓄積をともなう拡大再生産において
は，収入と交換され個人的に消費される消費手段とは異なった態様を示すものと考えられ
る。したがって，消費過程における不生産的部門を表式に導入する際，これら資本財として
の消費手段を生産する部門は，Ⅱ部門の中の亜部門として位置づけることが適切であると思
われる。
＊ 『経済学批判要綱』序説では，経済活動の総体を「生産，消費，分配，交換。（流通。）｣
36)
と区分
し，「生産は出発点として，消費は終結点として，分配と交換は媒介項として現われる｣
37)
ものと
捉えている。そして，「流通自体は，交換の規定された契機にすぎないか，あるいはまたその総体
性の見地から見た交換である｣
38)
と述べられており，生産過程，消費過程，流通過程は明確に区別
されている。
．サービス部門を生産的部門として位置づける諸見解
次に，サービス部門を生産的部門として再生産表式に位置づける諸見解について検討す
る。まず生産的労働・サービス労働をめぐる論争において，サービス労働価値生産説に立脚
してサービス部門の再生産表式への導入をはかった諸研究として，飯盛信男氏
39)
，長田浩
氏
40)
，さらに櫛田豊氏
41)
の見解について検討する。なお，必ずしもサービス労働価値形成説
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36) 『資本論草稿集①』25ページ。なお『資本論』の草稿のうち『経済学批判要綱』と『1861-63年草
稿』からの引用については，資本論草稿翻訳委員会訳（1981-94）『資本論草稿集』大月書店の頁数
を用いて，『草稿①』25ページのように表記する。
37) 同上，34ページ。
38) 同上，47ページ。
39) 飯盛信雄（1977）「再生産とサービス部門」（同『生産的労働の理論』第章，青木書店）。
に立脚するわけではない佐藤拓也氏と藤島洋一氏も，事実上同様な表式を展開しており，本
章での検討対象に加える。
3-1 サービス労働価値生産説に立脚する諸研究
まずは，サービス労働価値形成説に立脚する飯盛信男氏，長田浩氏，櫛田豊氏の所説につ
いて検討しよう。これら諸論者は，サービス労働に含める活動の定義は異なっているが，い
ずれもサービス労働を生産的部門として再生産表式に具体化することを試みている。
（）飯盛信男氏の見解
飯盛氏は，旧ソ連のメドヴェジェフの研究を紹介しつつ，これに変更を加える形で自らの
見解を展開している。まず，同氏はサービス部門を含んだ単純再生産表式として，以下のよ
うな表式を示している
42)
。
Ⅰ： 4,800C ＋ 1,000Vp ＋ 1,000Mp ＋ 200Vs ＋ 200Ms ＝ 7,200
Ⅱ： 2,000C ＋ 500Vp ＋ 500Mp ＋ 100Vs ＋ 100Ms ＝ 3,200
Ｓ： 400C ＋ 100Vp ＋ 100Mp ＋ 20Vs ＋ 20Ms ＝ 640
この表式では，Ｖ部分とＭ部分のうち，物的消費手段の購入に向けられる部分を Vp およ
びMp，サービスの購入に向けられる部分を VsおよびMsとし，労働者と資本家の収入は，
	：の比率で物的消費手段とサービスの購入にあてられることが仮定されている。こうし
て需要されるサービスを生産する部門としてＳ部門が導入され，サービスも物的生産物と同
様に生産物であるとの前提から，事実上，Ⅱ部門の亜部門として表式に位置づけられてい
る。なお，上の表式では，素材・価値的補塡関係については，部門内で補塡される部分につ
いては枠付きで，さらに部門間で相互補塡される部分は下線付きと矢印で示されており，補
塡関係が過不足なく成立している。
さらに，サービス部門を含む拡大再生産表式について，メドヴェジェフの作成した表式が
以下のように紹介されている。
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40) 長田浩（1930）「サービス部門を含む再生産表式に関する覚え書」（関東学院大学『経済系』第
123集）。
41) 櫛田豊（2016）『サービス商品論』第	章，桜井書店。
42) 前掲飯盛（1977），200ページ。
Ⅰ： 4,800C＋ 1,900Vp＋1,700Mp＋500Vs ＋400Ms＋ 175Mc＋25Mvp＋100Mvs
Ⅱ： 3,600C＋ 1,400Vp＋1,375Mp ＋400Vs ＋400Ms＋ 25Mc
Ｓ：900C ＋450Vp＋300Mp＋ 100Mc＋50Mvp
このメドヴェジェフの作成した表式について飯盛氏は，「サービス部門内での交換を捨象
しており，また消費に占める物的消費財とサービスの割合が部門毎に若干異なっているた
め，一定の補正を加える必要がある｣
43)
と指摘しているものの，表式の補正は行われていな
い。
このような飯盛氏の見解について，サービス労働価値生産説という前提自体に関連する問
題は後に検討するが，メドヴェジェフの拡大再生産表式についてはつの疑問点が指摘でき
る。第に，Ⅱ部門の蓄積需要が Mcのみで追加的労働力 Mvが雇用されていない。第
に，部門ごとの蓄積率も，Ⅰ部門12％，Ⅱ部門％，Ｓ部門33％と著しく相違しているが，
その根拠は示されていない。第に，元資本の有機的構成Ｃ／Ｖは全部門／と等しいに
もかかわらず，追加資本部分ではⅠ部門が／	，Ⅱ部門が／，Ｓ部門が／と著し
く相違するにもかかわらず，やはりその理由についての叙述はみられない。
（）長田浩氏の見解
長田浩氏は，飯盛氏と同様にサービス労働価値生産説に立脚しつつ，各部門の蓄積率一
定，有機的構成一定，そして収入部分のうち物的消費手段への支出分とサービスへの支出分
との構成比も一定となる，下記のような拡大再生産表式を展している。
長田氏は「消費関連サービス……（中略）……しか組み入れられていない」飯盛氏の見解
を批判し，「コスト・サービスも組み入れ」て「必要コストとして Csが計上されるべき」
と捉え，生産的に消費されるコスト・サービスを生産するⅢ（Sa）部門と，消費関連サー
ビスを生産するⅣ（Sb）部門とを表式に導入している。Ⅲ（Sa）部門の生産するサービス
であるＷⅢは，サービス労働価値生産説に立脚しているため，各部門の Cs部分として購入
され，不変資本としての役割を果たすことが前提されている。なお，各部門の段目の式が
蓄積分を示しており，この表式の価値・素材補塡における部門間均衡条件は，それぞれ種
の縦枠と横枠との数値の一致として示されている
44)
。
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43) 同上，208ページ。
44) 前掲長田（1930），128-131ページ。
Ⅰ： 3,639Cp ＋ 758Vp＋569Mp ＋ 404Cs ＋ 253Vs ＋190Ms
＋168Cpʼ ＋ 38Vpʼ ＋ 20Csʼ ＋ 13Vs ʼ ＝ 6,066(WⅠ)
Ⅱ： 1,301Cp ＋ 271Vp＋203Mp ＋ 145Cs ＋ 90Vs ＋ 68Ms
＋65Cpʼ ＋ 14Vpʼ ＋ 7Cs ＋ 5Vs ＝ 2,169(WⅡ)
Ⅲ(Sa)：405Cp ＋ 84Vp＋ 63Mp ＋ 45Cs ＋ 28Vs ＋ 21Ms
＋20Cp ＋ 4Vpʼ ＋ 2Csʼ ＋ 1Vsʼ ＝ 673(WⅢ)
Ⅳ(Sb)：432Cp ＋ 90Vp＋ 68Mp ＋ 48Cs ＋ 30Vs ＋ 22Ms
＋22Cpʼ ＋ 4Vpʼ ＋ 2Csʼ ＋ 2Vsʼ ＝ 720(WⅣ)
このように，長田氏の研究では，蓄積率や有機的構成，収入のうち物的消費手段とサービ
スへの支出割合などが各部門で共通になるような拡大再生産表式が示されている。サービス
労働価値生産説に立脚すれば，Ⅲ（Sa）部門はⅠ部門と，またⅣ（Sb）部門はⅡ部門と同
様の再生産上の位置を想定すればよく，『資本論』第巻第篇の表式のⅠ部門およびⅡ部
門をそれぞれ細分することで上記の表式を導くことができる。しかしながら，問題はサービ
ス労働価値生産説に立脚した再生産表式の展開そのものに関する点にあると考えられるた
め，後に改めて考察することとしたい。
（）櫛田豊氏の見解
櫛田豊氏は，「教育，医療，福祉，娯楽などの「対人サービス」部門においては，物質的
財貨とは異なる人間の能力という商品生産物が生産される｣
45)
と捉え，こうした対人サービ
スを提供する「サービス部門」を，「人間の能力という形態をもち，社会的労働と個人的消
費によって共同生産される商品，サービス商品の生産部門｣
46)
である第Ⅲ部門として再生産
表式に導入している。櫛田氏は，各部門の剰余価値率100％，所得のうち消費財に向かう部
分とサービスに向かう部分の支出比率：を前提に，下記のような表式を作成している。
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45) 前掲櫛田（2016），143ページ。
46) 同上，156ページ。
Ⅰ）4,500C＋ 600Vp＋ 600Mp＋150Vs ＋150Ms＝6,000
Ⅱ）1,200C＋ 480Vp＋ 480Mp＋120Vs ＋120Ms＝2,400
Ⅲ） 300C＋ 120Vp＋ 120Mp＋ 30Vs ＋ 30Ms＝ 600
6,000C＋1,200Vp＋1,200Mp＋300Vs ＋300Ms＝9,000
みられるように，上の表式では，Ⅰ(Vp ＋ Mp)＝ⅡＣ，Ⅰ(Vs ＋ Ms)＝ⅢＣ，Ⅱ(Vs ＋
Ms)＝Ⅲ(Vp＋Mp)という形で，部門間の交換・補填関係が示されている。
上記のように，櫛田氏が生産的部門と捉えるのは「対人サービス」に限定されているた
め，同氏の表式では飯盛氏の表式と同様に，先に検討した長田氏の表式における「コスト・
サービス」は組み入れられず，「消費関連サービス」のみが導入されている。故に，櫛田氏
の表式におけるⅢ部門は，飯盛氏の表式におけるＳ部門と同様，その生産物がⅡ部門生産物
と同様に消費者によって購入される，という再生産上の位置にある。すなわち，下記に示し
た単純再生産表式のⅡ部門について，その80％分をⅡ部門，残り20％をⅢ部門に分割し，さ
らに各部門の賃金および剰余価値についても，それぞれの80％を消費財への購入，残り20％
をサービスへの購入に支出するものと区分することで，上記の表式を導くことができる。
Ⅰ）4,500Ｃ＋750Ｖ＋750M＝6,000
Ⅱ）1,500Ｃ＋750Ｖ＋750M＝3,000
このように，櫛田氏の表式の場合にも，生産的部門としてのサービス部門は，『資本論』
第部第篇での表式に示された生産的部門の一部を区分・独立させることによって具体化
されている。なお，櫛田氏の表式では，各部門における資本の有機的構成（Ｃ／Ⅴ）は，Ⅰ
部門で／であるのに対して，Ⅱ部門およびⅢ部門では／と大きく異なっている。櫛
田氏は，上記の表式を導くにあたって，『資本論』第巻第20章で最初に登場する下記の単
純再生産表式
＊
をもとに作成したことを明らかにしている。
＊ 櫛田氏自身は，下記の表式について，「山田喜志夫氏の「再生産と国民所得範疇」（富塚良三・服
部文男・本間要一郎編『資本論体系 第巻 地代・収入』有斐閣，1984年，383ページ）で示され
た部門経済モデルの単純再生産表式の数値設定｣
47)
としているが，この表式の数値例は『資本
論』第巻第20章で示された
48)
ものに他ならない。
Ⅰ）4,000C＋1,000V＋1,00M＝6,000
Ⅱ）2,000C＋ 500V＋ 500M＝3,000
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47) 同上，168ページ。
48) 『資本論』Ⅱ, S. 396；新日本新書版⑦，633ページ。
この表式では，資本の有機的構成はⅠ・Ⅱ部門とも／となっている。この表式をもと
に作成されたとする櫛田氏の表式で，有機的構成が各部門で大きく異なっているのは，数値
設定の方法に起因する。櫛田氏は，上記表式における各部門の生産高を定数，剰余価値率
100％，財貨：サービスへの所得支出比率を：，部門間の交換・補填関係が成立するこ
とを条件にした上で，「かりにⅡＣの数値にⅡ（1200）Ｃを与える｣
49)
ことを前提して表式の
数値を導いている。「財貨：サービスへの所得支出比率を：」と前提したためⅡ
（1,200）Ｃと仮定するとⅢＣはⅢ（300）Ｃとなり，部門間均衡条件を満たすためには1,500
（＝Ⅱ（1,200）Ｃ＋Ⅲ（300）Ｃ）に対応してⅠ（750Ⅴ＋750Ｍ）となる必要がある。さら
に，「各部門の生産高を定数」とすることが前提されているから，Ⅰ部門生産物としての生
産手段は6,000であり，部門間均衡条件を満たすためにはⅠ（4,500）Ｃとならなければなら
ないため，Ⅰ部門における資本の有機的構成は／と高くなったものと捉えられる。そこ
で，上記の諸条件に加え，各部門の有機的構成を／で揃えることも前提すると，下記の
ような表式を示すことができる
50)
。
Ⅰ）4,000C＋ 800Vp＋ 800Mp＋200Vs ＋200Ms＝6,000
Ⅱ）1,600C＋ 320Vp＋ 320Mp＋ 80Vs ＋ 80Ms＝2,400
Ⅲ） 400C＋ 80Vp＋ 80Mp＋ 20Vs ＋ 20Ms＝ 600
6,000C＋1,200Vp＋1,200Mp＋300Vs ＋300Ms＝9,000
（）サービス労働価値生産説による表式展開の問題点
サービス労働価値形成説自体について筆者は別稿
51)
で検討しているが，サービス労働価値
生産説が妥当するとしても，飯盛氏，長田氏および櫛田氏の表式に商業資本など流通過程に
おける不生産的部門が導入されていない点は疑問である。商業部門など流通過程での純粋な
流通費を構成する労働も価値を形成するとの見解は，伊藤岩氏
52)
や刀田和夫氏
53)
などサービ
ス労働価値生産説を主張する論者のうちでも少数派にすぎず，本節で検討した氏とも，価
値を生産すると主張するサービス労働に商業労働を含めていない
54)
。
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49) 前掲櫛田（2016），168ページ。
50) なお櫛田氏は，拡大再生産表式については前掲書第	章の注17)で，各部門が同一の資本構成と
蓄積率で均等発展する数値例を展開している。
51) 拙稿（2006）「マルクスの「消費労働」概念と生産的労働」（関東学院大学大学院『経済学研究科
紀要』第28号）；拙稿（2007）「生産的労働・価値形成労働の要件と範囲」（同上誌，第29号）を参
照。
52) 伊藤岩（1975）「商品分析と唯物論」（新潟大学『経済論集』第19号）。
53) 刀田和夫（1993）『サービス論争批判』九州大学出版会。
54) 前掲飯盛（1977）；飯盛信男（1985）『サービス経済論序説』九州大学出版会；長田浩（1989）
先に明らかにしたように，マルクスは再生産表式への商業部門の導入を課題としていた。
さらに『資本論』体系の論理構成を踏まえると，消費過程に介在するサービス資本よりも先
に，流通過程で機能する不生産的部門を表式に位置づけることを課題とすべきものと思われ
る。飯盛・長田・櫛田氏の表式ではこのような課題に応えることはできず，この点について
は，先に検討したサービス労働価値不生産説に立脚する大野氏や姜氏とも共通している。
ただし，サービス労働価値生産説に立脚してサービス部門を再生産表式に導入することを
試みた諸研究については，流通過程や消費過程に資本の活動が拡大している今日の資本主義
経済を解明するために理論的検討を深めようとする積極的意図が認められる。しかしなが
ら，『資本論』体系の論理構成を踏まえると，『資本論』第・巻でも不生産的性格が明確
にされている流通費ないし流通過程の資本について再生産表式に具体化することがまず考察
されるべきである。さらに，これら諸研究で価値形成的とされる消費過程に介在する労働お
よび資本については，再生産過程における機能を明らかにした上で，表式上の位置づけを考
察していくことが課題とされるべきであると考える。
3-2 価値形成的な空費を表式に位置づける見解──佐藤拓也氏の見解
佐藤拓也氏は，「「サービス経済化」という構造変化が経済全体に与える影響を論じる｣
55)
ことを視野に，サービス部門を含む拡大再生産表式について考察している。サービス労働の
価値形成性に関する同氏の見解
56)
では，全てのサービス労働を価値形成的なものとは見做し
てはいない。ただし，再生産表式へのサービス部門の導入に際して佐藤氏は，「価値不形成
的な部門を扱うことは，最初から蓄積元本を生産しないという点で資本蓄積・経済成長にと
って制限的にはたらく部門を取り扱うことになってしまい，むしろ価値形成性の問題に特化
している論争への批判の意味をなさない」と捉え，「価値形成的である｣
57)
サービス部門のみ
を表式に導入している。佐藤氏の見解は，流通過程，消費過程および生産過程におけるサー
ビス部門を区別して表式に導入する視角を有しているが，流通過程および消費過程における
不生産的部門は表式に具体化されていない。すなわち，「流通費（空費）で補填される生産
物」の生産部門を表式に導入しているが，これら生産物を購入する商業部門自体は具体化さ
れていない。他方，「「対個人サービス」が価値形成的な活動である場合」を「対消費者運
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『サービス論体系』新評論，を参照。
55) 佐藤拓也（2001）「サービス経済化と経済成長の基礎視覚」（斎藤重雄編『現代サービス経済論』
創風社，所収），228-236ページ。
56) 佐藤拓也（2000）「サービス労働の価値形成性」（大石雄爾編『労働価値論の挑戦』大月書店，所
収）を参照。
57) 以上の引用は，前掲佐藤（2001）「サービス経済化と経済成長の基礎視覚」，228ページ。
輸」に代表させ，運輸部門の表式への導入を行っているものの，「価値形成にとっては相当
の制約がある」「「対人サービス」のうち非物質的生産の部分｣
58)
は導入されていない。
このような佐藤氏の見解については，「価値不形成的な部門を扱うことは，最初から蓄積
元本を生産しないという点で資本蓄積・経済成長にとって制限的にはたらく部門を取り扱う
ことになってしま」うと捉える前提に疑問がある。商業資本自体は「価値不形成的な部門」
であるが，商業資本が存在しない場合には産業資本が負担しなければならない「流通費（空
費）で補填される生産物」や流通過程における労働支出は，自立した商業資本による集中的
代行によって節減することができる。すなわち，商業資本が流通過程を集中的に担うことに
よって，空費である流通費を社会的に節減できる「分業の利益」が生じ，流通費に要されて
いた資本の遊離が可能になり，この分を価値生産的な産業資本の蓄積に振り向けることがで
きる
59)
。さらに，消費過程に介在するサービス資本が投資を通じて消費手段としての資本財
を需要し，この需要に対応して不生産的部門用資本財を生産する部門の資本蓄積を促進させ
る役割を果たすことも想定できる
60)
。こうした不生産的部門の拡大，いわゆる「サービス経
済化」が資本蓄積・経済成長に与える影響については，価値を形成しない部門をも考慮した
再生産表式を展開することによって，その特徴的な性格を明らかにできるものと思われる。
他方，佐藤氏は「流通過程に延長された生産といえる「物流」「在庫管理」など」を「価
値を形成しながら使用価値を形成しない空費」と捉え，Ⅰ・Ⅱ部門のみからなる出発表式に
「空費部門」ⅠＬおよびⅡＬ部門を付け加えた表式(1)を展開する。この表式(1)に示された
拡大再生産の展開を踏まえて，「社会全体の価値は増大しているが，使用価値量は，Ⅰ，Ⅱ
部門の活動水準が変わらないため，出発表式と比べて不変である」ので，「ⅠおよびⅡ部門
の生産物に注目すれば，新たに価値形成部門Ｌが加わることは，むしろそれらの生産性が低
下することを意味している」と述べている。さらに，「流通用財貨」すなわち「流通過程に
用いられる生産物」を生産する部門をⅢ部門として追加した表式(2ʼ)を作成している。そし
て，表式(2ʼ)の拡大再生産過程を明らかにした上で，剰余価値の一部で補填され，「価値補
填の関係では奢侈財の購入と同様の一面を持つ」「流通用財貨の消費」は，「資本蓄積部分
（Mc + Mv）を減らすことによってまかなわれてい」るため，「社会全体の経済成長率は
……低下している｣
61)
と結論づけている。しかしながら，このように示された生産性の低下
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58) 以上の引用は同上，234ページ。
59) この点については前掲拙稿（2014）「流通費・商業資本と平均利潤，再生産」を参照。
60) 高度成長期以降の日本経済の産業・再生産構造の変容について考察した前掲拙著（2013）『現代
日本再生産構造分析』では，1980年代以降，不生産的部門の拡大に起因する不生産的部門用資本財
の生産が拡大し，経済成長全体に占める比重を高めたことを明らかにした。
61) 以上の引用は，前掲佐藤（2001）「サービス経済化と経済成長の基礎視角」，229-230ページ。
や経済成長率の低下は，表式展開の方法に伴う帰結であると考えられる。すなわち，出発表
式に対して「空費部門」ⅠＬおよびⅡＬ部門や「流通用財貨」生産部門であるⅢ部門を付け
加えることによって，社会的総資本全体に占めるⅠ部門の構成比が低下し，それに伴い拡大
再生産の物質的基礎である余剰生産手段量の全生産物に占める構成比も縮小したため，蓄積
率ないし経済成長率が低下したものと考えられる
62)
。故に，再生産表式に不生産的部門や空
費部門などの導入をはかる場合，とりわけ拡大再生産における蓄積率や経済成長にこれら部
門の導入が及ぼす影響について検討する際には，Ⅰ・Ⅱ部門のみからなる再生産表式に新た
な部門を追加して社会的総資本全体を増やす方法
＊
ではなく，社会的総資本量不変を前提に
部門区分を細分する形で具体化・導入をはかる方法が望ましいものと思われる。
＊ この点に関しては，ローザ・ルクセンブルクが貨幣材料たる金生産部門を第Ⅲ部門として，Ⅰ・
Ⅱ部門からなる表式に第Ⅲ部門を追加したために，表式展開における補塡関係に著しい混乱が生じ
たことが想起される
63)
。
3-3 価値次元と価格次元との相違を踏まえる見解──藤島洋一氏の見解
藤島洋一氏
64)
は，再生産表式へのサービス部門の導入は価格次元において検討する課題で
あると捉え，『資本論』第巻第篇の論理次元との相違に留意しながら，サービス部門の
位置づけを検討している。
（）価格次元におけるサービス部門の導入
藤島氏は，「収入と交換される労働という意味でのサービス労働……（中略）……の場合，
……（中略）……商品を生産しないので，価値を生産しえない」とともに，「その発現自体
が非物質的使用価値として消費される労働という意味でのサービス労働は，……（中略）
……享受する個人の消費過程における労働でもある｣
65)
と，サービス労働を消費過程におけ
る不生産的労働と捉えている。そして，「サービス商品は，資本主義的に提供されたもので
あっても，価値はもたない。サービス労働は新たな価値を生産しないし，又，サービス労働
とともに消費されるサービス用資財の価値も，サービス商品の中に移転することもしない」
ため，「サービス部門を……（中略）……『資本論』第巻第篇における再生産表式に，
直接位置づけることはできない」と捉える。したがって，「第巻第篇における〔価値次
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62) 社会的総資本の蓄積率・経済成長率に対する余剰生産手段量の規定的意義については，前掲富塚
（1990）『恐慌論研究』；井村喜代子（1973）『恐慌・産業循環の理論』有斐閣，を参照。
63) この問題については，前掲谷野（1990）「貨幣材料の再生産をめぐる論争」を参照。
64) 藤島洋一（1975）「マルクス再生産表式とサービス部門」（鹿児島大学『経済学論集』第12号）。
65) 同上，97-98ページ。
元の─引用者〕再生産表式は……（中略）……サービス部門，金融・商業部門，国家活動等
を捨象したところに成立したものである」と理解されている。
一方，藤島氏は，「サービス用資材の価値 SCとサービス労働力の価値 SV，およびそれら
費用価格に対する平均利潤 Pから構成される価格をも」つ「サービス商品をも含めた補塡
関係を解明するためには，価格論レベルでの表式を考えなければならない」と捉える。そし
て，価格次元での再生産表式では，「サービス部門をも含んだより広い部門として，消費用
商品生産部門が第Ⅱ部門として設定されなければなら」ず，「サービス用資材生産部門をも
合併した，資本財生産部門が第Ⅰ部門として設定されなければならない｣
66)
として，下記の
表式を展開している。下記の表式は価格論レベルの諸概念で構成され，Ｃは物的費用，Ｗは
賃金（労働報酬），Ｐは利潤，Ｓはサービスを示し，右下に付されたｐの記号は物的商品に
対する需要を，同じく sはサービスに対する需要を意味する。
Ⅰʼ Ⅰʼa ： Cp ＋ Wp ＋ Pp ＋ Ws ＋ Ps
Ⅰʼb ： Cp ＋ Wp ＋ Pp ＋ Ws ＋ Ps
Ⅱʼ Ⅱʼa ： Cp ＋ Wp ＋ Pp ＋ Ws ＋ Ps
Ⅱʼb ： SCp ＋ SWp ＋ SPp ＋ SWs ＋ SPs
このように，藤島氏がサービス部門を導入した価格次元での再生産表式は，事実上，先に
検討したサービス労働価値形成説に立脚する諸研究で展開された表式と同様のものとなって
いる。この点は，再生産表式における部門区分についての藤島氏の把握方法に起因してい
る。
サービス部門用資本財の生産部門の位置づけに関して藤島氏は，「マルクス再生産表式に
おける第Ⅰ部門の規定内容は二つあり，その第一は，物質的商品を生産するための生産手段
を生産する部門であるという規定，第二は，資本の蓄積と補塡需要の対象になる商品の生産
部門であるという規定であ」り，「第二巻第三篇の抽象レベルにおける再生産表式では……
（中略）……この二つの規定は一体のものでありえた」と捉える。そして「擬制的商品であ
るサービスが資本主義的に生産されているサービス部門が視野にはいってくるや，この二規
定は分裂する」のであり，「再生産表式の具体化にあたっては，この分裂した二規定のうち
どの規定を優先させて部門の位置づけをはかるべきか，という新たな問題」が「提起」され
る。そして，この問題について藤島氏は，「後者の規定……（中略）……こそ優先されるべ
きだと考え」，「第Ⅰ部門であるか否かの区別も，その部門で生産された商品が，価値を生産
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66) 以上の引用は同上，110-111ページ。
する部門の（本源的意味で生産的な部門の）生産手段となるか否かではなく，利潤を獲得す
る資本主義的経営部門（歴史的意味での生産的な部門）の生産的消費，いわば歴史的規定に
おける生産的消費にはいるか否か，を基準とすべき｣
67)
ものと判断している。すなわち，価
格次元の表式での部門区分の理論的基準は「歴史的規定」にしたがうべきとされ，「本源的
規定｣
68)
は事実上考慮されなくなり，「サービス部門を内包した価格論レベルでの部門分割」
は，下記のように整理されている。
「第Ⅰʼ部門・資本財生産部門

第Ⅰʼa部門（第Ⅰ部門）・生産手段財生産部門
第Ⅰʼb部門・サービス用資財生産部門
第Ⅱʼ部門・消費用商品生産部門

第Ⅱʼa部門（第Ⅱ部門）・消費手段財生産部門
第Ⅱʼb部門・サービス商品生産部門｣
69)
このように，藤島氏の想定する価格次元での再生産表式では，サービス部門は消費手段生
産部門とともにⅡ部門に含められ，サービス部門用資本財の生産部門は生産手段生産部門と
ともにⅠ部門に含められることとなる。
（）論理次元の相違と不生産的部門の位置づけ
こうした藤島氏の見解は，『資本論』第巻第篇における価値次元での論理段階と，サ
ービス部門が具体化される価格レベルの段階との論理次元の相違が認識されている点で意義
深いが，サービス資本，サービス資材，サービス部門の労働者など価格次元における諸概念
と，価値次元の表式を構成する諸概念との関係が明らかにされていない点は疑問である。両
者の関係を，論理次元の相違を踏まえて考察することを通じて，不生産的部門であるサービ
ス部門の再生産過程における役割や位置づけが明らかになり，価格次元においてサービス資
本が自立化し，収入からの支払いによってサービス資本に利潤がもたらされる根拠を理解す
ることができる。
まず，価値次元の諸概念で構成される『資本論』第巻第篇での再生産表式では，消費
過程にサービス資本は介在せず，「消費費用」は消費者自身によって担われているものと把
握できる。「消費費用」として具体的には食品の調理や消費財の修理，家族の病気の手当て
や介助，子どもの躾や養育などが想定できる
70)
が，今日ではこうした活動の一部は，サービ
ス労働者や，サービス労働者を雇用するサービス資本によって代行され，それに対する対価
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67) 以上の引用は同上，103-104ページ。
68) 以上の引用は，同上，105ページ。
69) 以上の引用は，同上，112ページ。
70) 消費過程における「消費費用」としての消費労働概念については，拙稿（2006）「マルクスの
「消費労働」概念と生産的労働」を参照。
が消費者の収入から支払われているものと考えられる。このように消費者の収入からの支払
いを受けるサービス資本と，サービス資本に雇用され，消費者からの支払いの一部を賃金と
して取得するサービス労働者は，価格次元において表式に導入されるべきと捉えられる。こ
うしたサービス労働者およびサービス資本は，多数の消費者の「消費費用」を集中的・専門
的に代行するため，消費活動の質的向上とともに，「消費費用」を節減し得る。とりわけ，
サービス資本が用意するサービス資材・設備は，多くの消費者の消費過程で利用することが
できるために，独自に消費活動を行う個々の消費者が別々に用意する消費財，とりわけ耐久
消費財の量を社会的に節減できる。このように，サービス労働者およびサービス資本が消費
過程に介在することで，消費活動の質的向上とともに，「消費費用」および消費手段量の社
会的な節減が可能となることが，収入からの分与によってサービス資本が自立化し，利潤が
獲得できることの理論的根拠をなすものと考えられる
71)
。
さらに，藤島氏の価格次元の表式で「歴史的規定」が優先され，「物質的商品を生産する
ための生産手段を生産する部門であるという規定」としての「本源的規定」が軽視されてい
る点について検討しよう。藤島氏の示したような「歴史的規定」を優先した表式を基準にす
ると，再生産（表式）論に基づく現状分析においても，「本源的規定」が無視され，利潤を
得る資本のすべてを生産的部門と位置づけることにつながる
＊
。使用価値に対象化すること
を生産的労働の要件とする「本源的規定｣
72)
を踏まえると，生産的労働では労働自体とは区
別される対象化された使用価値が売買対象となるのに対して，使用価値に対象化しない不生
産的労働の場合には労働自体が売買対象とならざるを得ない。前者の場合には，売買対象で
ある使用価値量単位あたりの投下労働量の節減，いわゆる労働生産性の向上を実現するこ
とができるのに対して，後者の場合にはこうした労働生産性の向上は著しく制約される
＊＊
。
故に，「本源的規定」を軽視し，生産的部門と不生産的部門を同一視してしまうと，本来的
に労働生産性の向上が困難な教育や医療，福祉領域についても，生産性向上を求めるような
所説につながりかねない。こうした問題を踏まえると，価格次元における再生産表式につい
ても，現状分析の際にも，「本源的規定」を堅持する意義があると思われる。
＊ 藤島氏は後の著書で，本節で検討した見解を訂正し，「サービス労働力が直接には資本と交換
され，資本のもとでサービスの生産に従事し，サービス労働力ではなく資本のもとで生産された
サービスが収入と交換されるようになれば，サービス労働も社会的労働としての規定をうけ，価
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71) 前掲拙稿（2017）「消費過程に介在するサービス資本および国家事業と再生産」を参照。
72) 生産的労働についての「本源的規定」に関しては，前掲拙稿（2006）「マルクスの「消費労働」
概念と生産的労働」および（2007）「生産的労働・価値形成労働の要件と範囲」；金子ハルオ
（1968）『生産的労働と国民所得』日本評論社；渡辺雅男（1985）『サービス労働論』三峯書房，な
どを参照。
値を生み出すことになる｣
73)
と捉えて，サービス労働価値形成説に接近している。そして事実
上，サービス部門を生産的部門として再生産表式に位置づける主張に変更している。このよう
に，同氏がサービス労働価値不生産説からサービス労働価値生産説へと転じた背景として，価格
次元の表式における「本源的規定」の軽視が有力な誘因になったものと考えられる。
＊＊ 森川正之氏は，サービス業の生産性向上をはかるべきと主張しているが，その方策としては，
技術革新を通じた労働成果に対する労働投入量の節減よりも，ＩＴの活用などを通じた待機時間
の節減，すなわちサービス労働の稼働率を高めることに主眼がおかれている
74)
。すなわち，こ
うした方策による生産性向上は，機械化や工程見直しによって労働投入量あたりの労働成果を高
める製造業における生産性向上とは性格が異なるものと考えられる。
．不生産的部門の再生産表式における位置づけ
さいごに，本稿での先行研究の検討を通じて明らかになった諸課題を確認した上で，再生
産表式に不生産的部門の具体化・導入をはかる際の理論的留意点について考察しよう。
4-1 不生産的部門の再生産上の位置づけをめぐって
マルクスが『経済学批判要綱』序説で論じているように，経済活動には生産過程，流通過
程，消費過程が含まれ，そのうち生産過程における労働が生産的労働であり，価値を形成す
るものと考えられる
75)
。ゆえに，流通過程および消費過程における労働は価値を形成しない
不生産的労働であり，『資本論』第巻第篇における再生産表式ではこれら労働は具体化
されていない。先述のようにマルクスは再生産表式に商業資本を導入することを示唆してい
たが，再生産表式に不生産的部門を位置づけ，不生産的部門における資本蓄積が社会的再生
産に及ぼす影響を理論的に考察することは，資本の活動が流通・消費過程に拡大している今
日の資本主義経済を分析するための理論的基準となる。
第章で検討した，サービス部門を生産的部門として表式に導入する諸研究，とくにサー
ビス労働価値生産説に立脚する諸研究には，資本の活動領域が流通・消費過程に拡大してい
る現代資本主義の分析を志向する積極的意図を認めることができる。しかしながら，使用価
値に対象化しない流通過程および消費過程における不生産的労働を，使用価値に対象化する
生産的労働と混同することで，生産的労働の理論的意義が不明確になり，現状分析に際して
も問題が生じるものと捉えられた。さらに，こうした諸研究では，いわゆるサービス労働を
生産的と捉えて表式への導入が検討されるが，不生産的労働と見做される流通過程の労働が
検討対象から外されてしまっている。流通過程および消費過程で機能する不生産的労働は価
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73) 藤島洋一（1980）『マルクス経済学の基礎理論』青木書店，114-5ページ。
74) 森川正之（2016）『サービス立国論』日本経済新聞社。
75) 前掲拙稿（2007）「生産的労働・価値形成労働の要件と範囲」を参照。
値を形成するものとは捉えられないが，流通費および「消費費用」の節減を通じて再生産過
程において独自の役割を果たすものと考えられ，これら不生産的労働ないし不生産的部門の
経済過程全般の中での機能を考察し，再生産表式に具体化することは，現代資本主義分析の
理論的前提となるものと思われる。
第章で検討した，サービス部門を不生産的部門として表式に導入する諸研究のうち，大
野氏と姜氏の表式では，不生産的部門として位置づけられたサービス部門に商業部門は含ま
れず，流通過程において機能する不生産的労働および資本は検討されていない。他方，山田
氏，川上則道氏および井村氏の見解では，商業部門も含めた「広義のサービス」と捉えられ
ているが，流通過程における不生産的資本と，消費過程に介在するサービス資本との再生産
過程における機能の相違については検討されていない。
なお，上述のように『資本論』第巻には流通過程で機能する商業資本を再生産表式に導
入することを示唆する覚書的記述が残されており，『資本論』体系の論理構成を踏まえても，
消費過程に介在するサービス資本よりも先に流通過程で機能する不生産的部門を再生産表式
に具体化することが課題とされるべきであると考えられる。したがって，不生産的部門を再
生産表式に導入する場合には，いずれも不生産的部門である流通過程での労働および資本
と，消費過程に介在する労働および資本とを，それぞれの再生産上の機能を明らかにした上
で，別々に表式に具体化していく，という方法が採られるべきであると考える。
4-2 不生産的部門用資本財生産部門の位置づけをめぐって
第章で検討した，サービス部門を不生産的部門として表式に導入する諸見解の中でも，
不生産的部門用資本財を生産する部門の位置づけをめぐって見解の相違が見られた。この点
については，先に述べたように，不生産的部門の中で，流通過程で機能する資本と消費過程
で機能する資本とを区分する視角に基づいて考察すべきと考える。
まず，流通過程における不生産的部門には，生産から流通，消費へと至る経済活動におい
て，生産とも消費とも異なる位置づけが与えられる。ゆえに，流通過程で機能する資本によ
って購買される資本財は，生産手段とも消費手段とも明らかに異なる性格を有するものと捉
えられる。なおこの点に関しては，『1861-63年草稿』ノート17において，商業資本の性格と
その再生産過程における位置および機能が論じられる中で，次のような記述がみられる。
「流通のなかで消費される商品は産業的消費からも個人的消費からも除外されており，
また，ここで行われる労働はつねに生産的労働からの控除である｣
76)
。
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76) 『草稿⑧』238ページ。
すなわち，流通費として購買される商品は，「生産的労働」によって生産される生産物で
あるが，「産業的消費」に充用される生産手段とも，「個人的消費」に充用される消費手段と
も異なることが指摘されている。したがって，商業資本など流通過程における不生産的資本
によって購買される資本財を生産する部門は，Ⅰ部門にもⅡ部門にも属さない生産部門と考
えるべきであろう。
他方，いわゆる消費労働およびサービス資本は，消費過程に介在し，消費者の「消費費
用」を代行することで収入からの支払いを受ける，という再生産上の機能を果たす。したが
って，このような消費過程に介在するサービス資本によって購買される資本財は，広義の消
費手段に含まれ，これらの資本財を生産する部門はⅡ部門に属するものと理解すべきであろ
う。なお，これらの資本財は，『資本論』第巻第篇で想定されている収入と交換されて
個人的に消費される消費手段とは異なり，資本によって購買されるという性格をもつ故に，
こうした資本財を生産する部門はⅡ部門内の亜部門として位置づけられるべきと考える。
4-3 生産価格次元での表式の展開に関して
また，再生産表式に不生産的部門を導入する課題は，井村氏や藤島氏も指摘するように，
『資本論』第巻第篇の論理次元とは異なる生産価格次元において検討されるべきである。
すなわち，不生産的部門への剰余価値の分与は，平均利潤率の形成がその理論的根拠とされ
るべきであり，不生産的部門を導入した再生産表式は，価値次元の諸概念ではなく生産価格
次元の諸概念を用いて展開されるべきであろう。
ただし，『資本論』第巻第篇における再生産表式では，第巻第篇で考察されてい
る流通費は導入されていない。したがって，再生産表式を生産価格次元の諸概念で展開する
ためには，流通費のように価値次元においても検討されていながら第巻第篇では捨象さ
れている諸概念を想定し，これらが再生産過程において果たす役割について考察しなければ
ならない。流通過程における不生産的部門について考察する場合には，まずは価値次元にお
いて流通費を導入した再生産表式を展開し，それを生産価格次元の諸概念で捉えなおした上
で，流通費の節減を根拠に自立する不生産的資本の機能を明らかにしつつ，表式に具体化し
ていくべきものと考える。また，「消費費用」を代行・節減する不生産的労働および資本に
ついて考察する際には，『資本論』では展開されていない消費過程についての分析を掘り下
げ，そこに介在する消費労働およびサービス資本の再生産上の役割を明らかにすることが必
要であると思われる。
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